（様式４号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日

受託事業体　殿

　　　　　　　　　農林水産省農産局長　

米新製品用政府所有米穀交付売買契約等指示書

　米新製品用政府所有米穀交付要領（平成21年６月５日付け21総食第134号総合食料局長通知。以下「要領」という。）第７の４の(1)に基づき、要領第７の２の（1)の有償交付の交付決定者等について下記のとおり指示するので、売買契約の締結及び米穀の引渡しが円滑に実施されるよう手続き等の準備をされたい。

記

１　交付決定者

２　交付決定数量（有償交付）

	種類
	年産・産地国
	銘柄
	等級
	包装
	数量（kg)

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　(注)
　  １ 種類欄は、玄米・精米の別を記入する。

   ２ 産地国欄は、外国産米の場合は産地国名を記入し、国内産米の場合は「国内産」と記入する。

３　引渡しの方法（在姿・運送）　

　　（注）　倉庫業者等引渡し及び売買契約に必要な事項を指示する。

なお、売買契約書の様式は任意のものとし、売買契約に必要な約定は別紙内容を含むものとする。

（別紙）　

受託事業体と交付決定者との間で締結する政府所有米穀の売買契約における約定事項

　（契約数量等）

第１条　受託事業体（以下「甲」という。）が交付決定者（以下「乙」という。）に売り渡す政府所有米穀の種類、用途、数量、単価及び金額は、次のとおりとする。

一　種類　○○○○

二　用途　（米製品開発研究用）

三　数量  ○○○○ｋｇ

四　単価  ○○○○円/トン

五　金額  ○○○○円

２　前項の売渡しに係る引渡期限は、令和○年○月○日とする。

　（米穀の用途）

第２条　乙は、買い受けた政府所有米穀を、前条第１項第２号の用途に使用しなければならない。  
　（瑕疵現品の交換）

第３条　甲が引き渡した政府所有米穀について、当該米穀を引き渡した後米製品開発研究用に使用する前に隠れた瑕疵が発見されたときは、乙は、直ちにその使用を中止し、速やかに甲に連絡する。

２　甲は、乙から前項の連絡を受けたときは、乙と協議の上、農林水産省農産局長（以下「農産局長」という。）の同意を得て、瑕疵のあった政府所有米穀と同等の政府所有米穀を乙に引き渡すことができる。この場合、乙は、瑕疵のあった政府所有米穀を甲に返還する。

　（契約の解除）

第４条　甲又は乙は、不可抗力その他自らの責めに帰し得ない事由により政府所有米穀の売買契約の全部又は一部の履行が困難となったときは、当該契約の全部又は一部を解除することができる。

２　甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、農産局長の同意を得て、政府所有米穀の売買契約の全部又は一部を解除することができる。

  一　乙が、第１条第１項第２号の用途以外の用途に供したとき。

  二　乙が、この契約に定める義務を履行せず、又は履行する見込みがないと甲が認めたとき。

３　甲は、前２項の規定により契約を解除し、又は、契約が解除された場合、当該契約に係る政府所有米穀の買受代金を乙に返還し、乙は、当該契約に係る政府所有米穀を甲に返還する。

　（違約金）

第５条　乙は、第２条の規定に違反したことが明らかになったときは、違反に係る政府所有米穀を主食用として販売した場合の政府売渡単価と本契約の売渡単価の差額に、甲から買い受けた政府所有米穀であって乙が用途外使用した数量を乗じて得た金額及び当該金額に100分の30を乗じて得た額を違約金として、甲に納付しなければならない。

なお、当該違反に係る損害の額が違約金の額を超過する場合においては、甲がその超過分につき損害賠償を請求することを妨げない。

２　乙は、前条第２項第２号により契約を解除されたときは、本契約の売渡単価に当該解除に係る政府所有米穀の数量を乗じて得た金額に100分の10を乗じて得た額を違約金として、甲に納付しなければならない。

　（解除権の留保）

第６条　甲は、乙が締結した他の政府所有米穀の売買契約について当該契約に定める米穀の用途以外の用途に供したことにより当該契約の全部又は一部が解除された場合、本契約の全部又は一部を解除することができる。

２　乙は、前項により本契約を解除されたときは、本契約の売渡単価に当該解除に係る政府所有米穀の数量を乗じて得た金額に100分の10を乗じて得た額を違約金として、甲に納付する。

３　甲は、第１項により本契約を解除した場合、本契約に係る政府所有米穀の買受代金を乙に返還する。

４　乙は、第１項により本契約が解除された場合、本契約に係る政府所有米穀を、甲が指定する場所において返還する。
　（違約金の納付期限）

第７条　乙は、第５条第１項及び第２項並びに前条第２項の違約金を、甲が指定する期日までに納付しなければならない。

　（引渡現品の管理）

第８条　乙は、甲から引渡しを受けた政府所有米穀については、食品衛生法（昭和22年法律第233号）及び食品衛生に関する都道府県条例を遵守し、汚損、カビ、鼠害等が発生しない環境で保管・管理しなければならない。

　（責任の免除）

第９条　甲は、次の場合において、乙が損害を被ることがあってもその責めを負わない。

  一　天災地変その他甲の責めに帰し得ない事由によって当該契約に係る政府所有米穀の引渡しが遅延又は不能となった場合

  二　売買契約の全部又は一部を解除した場合

  三　引き渡した政府所有米穀に瑕疵がある場合であって、瑕疵発生の原因が甲の責めに帰し得ない場合

　（帳簿等の整備）

第10条　乙は、政府所有米穀の受払及び加工状況について、甲が別途定める様式の台帳を整備する。

　（調査、報告）

第11条　乙は、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（平成６年法律第113号）第52条及び米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（平成21年法律第26号）第10条に基づく報告徴求及び立入検査に協力するほか、農産局長又は甲から業務又は資産の状況に関して質問を受け、帳簿書類その他の物件を調査され、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求められたときは、これに協力する。

２　乙は、甲の求めがあった場合には、本契約により買い受けた米穀の加工先との委託契約その他の加工委託等の関係が明らかになる書類を甲に提出する。

